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献呈の辞
　浅倉むつ子教授は2018年10月25日に、石川正興教授は2019年 3 月 3 日
に、上村達男教授は2018年 4 月19日に、近江幸治教授は2018年 8 月27日
に、めでたく古稀を迎えられ、本年 3 月31日をもって早稲田大学を定年退
職されることとなった。そこで、早稲田大学法学会は、 4 名の教授の長年
にわたる研究教育活動と輝かしい研究業績を讃え、また、本法学会の発展
に多大な寄与をされたことへの感謝の意を込めて、早稲田法学94巻 3 号を
『浅倉むつ子教授・石川正興教授・上村達男教授・近江幸治教授古稀祝賀
退職記念論集』として編集し、 4 名の教授に献呈することとした。
　浅倉むつ子教授は、1971年に東京都立大学法学部を卒業後、同大学大学
院社会科学研究科（修士・博士課程）に進まれ、沼田稲次郎教授の指導下
で労働法学を専攻され、1979年に同大学助手に嘱任され、専任講師、助教
授を経て、1991年に教授に嘱任された。その後、2004年に早稲田大学大学
院法務研究科教授に嘱任された。この間、1991年からヴァージニア大学ロ
ースクール客員研究員として研究に従事され、1993年には早稲田大学から
博士（法学）の学位を授与されている。また、2007年から2009年まで、早
稲田大学男女共同参画推進委員長を務められた。
　浅倉教授は、日本労働法学会理事（1988年～2016年、2003年～2005年は代
表理事）、日本社会保障法学会理事（1988年～2004年）、日本法社会学会理
事（1990年～2014年）、国際人権法学会理事（1997年～2004年）、ジェンダー
法学会理事長（2007年～2009年）、日本障害法学会理事（2017年～現在）と
して、学会の発展に寄与され、さらに、日本学術会議会員、内閣府男女共
同参画局委員、厚生労働省研究会委員など国の機関の各種委員も多数歴任
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されている。
　研究業績も数多く、著書として、たとえば、『男女雇用平等法論―イギ
リスと日本』、『労働とジェンダーの法律学』、『雇用差別禁止法制の展望』
などがあり、おびただしい数の共著、論文、判例評釈等を執筆されるとと
もに、数多くの学会報告も担当され、この分野の第一人者として活躍され
ている。
　浅倉教授は、労働法学の分野のみならず、ジェンダー法学のパイオニア
的存在として、女性の地位向上に貢献され、浅倉教授から指導を受けた多
くの法曹が、今後、社会の様々な領域で活躍することが期待できる。
　石川正興教授は、1972年に早稲田大学法学部を卒業後、同大学大学院法
学研究科（修士・博士課程）に進まれ、須々木主一教授の指導下で刑事政
策を専攻され、1977年に法学部助手に嘱任され、その後、専任講師、助教
授を経て、1989年に教授に嘱任された。この間、1988年から英国ハル大学
客員研究員として研究に従事された。
　学内では、1993年から1998年まで早稲田大学学生部長として早稲田大学
の発展に貢献された。また、2006年から早稲田大学総合研究機構プロジェ
クト研究所「社会安全政策研究所」の所長を嘱任されている。
　石川教授の研究業績は多岐にわたるが、本年には、これまでの論文をま
とめた『犯罪者処遇論の展開』が刊行されることになっている。また、編
著としては、『犯罪学へのアプローチ―日中犯罪学学術シンポジウム報告
書―』、『子どもを犯罪から守るための多機関連携の現状と課題』、『司法シ
ステムから福祉システムへのダイバージョン・プログラムの現状と課題』
などがある。学術論文としては、「再社会化行刑に関する考察」、「改善・
社会復帰行刑の将来―アメリカ合衆国と日本の場合」、「受刑者の改善・社
会復帰義務と責任・危険性との関係序説」、「犯罪者対応策に関する法的規
制の在り方」などがある。
　石川教授は、日中犯罪学学術交流会会長として、第 1 回から第 5 回まで
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のシンポジウム報告書を刊行し、「精神障害者による危害行為の対策」、
「交通犯罪に対する法的対策」、「少年非行に対する法的対応」、「薬物犯罪
の現状と対応」、「日中における犯罪被害者対策」についての日中の貴重な
比較検討を行っている。
　さらに、上記の「早稲田大学社会安全政策研究所」による数多くの報告
書も刊行されており、これからの刑事政策を展望するための貴重な資料が
提供されている。また、熱心に学生指導に取り組まれ、多くの内外の研究
者、実務家を養成され、今後の彼らの活躍が期待される。
　上村達男教授は、1971年に早稲田大学法学部を卒業後、同大学大学院法
学研究科（修士・博士課程）に進まれ、酒巻俊雄教授の指導下で会社法を
専攻され、1977年に北九州大学法学部専任講師に嘱任され、その後、同大
学助教授、1981年に専修大学法学部助教授、同大学教授、1990年に立教大
学法学部教授を経て、1997年に早稲田大学法学部教授に嘱任された。この
間、1986年にコロンビア大学に留学され、2005年には、早稲田大学から博
士（法学）の学位を授与されている。さらに、早稲田大学21世紀 COE 企
業法制と法創造総合研究所所長として「企業社会の変容と法システムの創
造」（2003年～2008年）、早稲田大学グローバル COE 企業法制と法創造総
合研究所所長として「成熟市民社会型企業法制の創造」（2008年～2013年）
を牽引された。
　上村教授は、日本私法学会理事、日本証券経済学会理事などの学会活動
のみならず、政府機関等や法制審議会部会など多数の委員を担当され、平
成における企業法制の進展に多大な寄与をされた。
　研究業績も数多く、著書として、たとえば、『インサイダー取引規制の
内規事例』、『会社法改革―公開株式会社法の構想―』、『NHK はなぜ、反
知性主義に乗っ取られたのか―法、ルール、規範なきガバナンスに支配さ
れる日本―』など、編著として、たとえば、『早稲田大学21世紀 COE 叢
書・企業社会の変容と法創造（ 1 巻～ 8 巻）』、『逐条解説会社法（ 1 巻～ 4
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巻）』などがあり、数え切れないほどの学術論文、判例評釈等がある。
　このように、上村教授は、会社法制・企業法制の分野のリーダー的存在
として活躍されるとともに、後進の指導も熱心に行い、優秀な人材を送り
出し、これからの会社法制・企業法制の進展に多大な貢献をされている。
　近江幸治教授は、1971年に早稲田大学法学部を卒業後、同大学大学院法
学研究科（修士・博士課程）に進まれ、高島平蔵教授の指導下で民法を専
攻され、法学部助手、専任講師、助教授を経て、1987年に教授に嘱任され
た。この間、1983年から、フライブルク大学の客員研究員として研究に従
事され、1990年には、法学博士（早稲田大学）の学位を授与されている。
なお、2003年から弁護士登録（第一東京弁護士会）をされ、弁護士法人早稲
田大学リーガル・クリニック所長として活躍されている。
　研究業績は、多数の著書、論文などがあり、たとえば、著書としては、
『担保制度の研究―権利移転型担保研究序説―』、『New public manage-
ment から「第三の道」・「共生」理論への展開―資本主義と福祉社会の共
生―』などがあるとともに、数え切れないほどの学術論文、判例評釈等が
ある。さらに、近江教授は、『民法講義 0 ゼロからの民法入門』、『民法講
義Ⅰ民法総則』、『民法講義Ⅱ物権法』、『民法講義Ⅲ担保物権』、『民法講義
Ⅳ債権総論』、『民法講義Ⅴ契約法』、『民法講義Ⅵ事務管理・不当利得・不
法行為』、『民法講義Ⅶ親族法・相続法』という民法全体の体系書を公刊さ
れ、まさに「近江民法学」の集大成が実現されたことは特筆に値するであ
ろう。
　また、近江教授は、国際学会やシンポジウムなどにおいて多くの講演を
行い、とくに、中国、韓国などのアジアとのパイプ的役割を果たしてお
り、近江教授の論文等がそれぞれの国で翻訳出版されている。
　近江教授は、後進の指導も熱心に行い、優秀な若手研究者を育ててい
る。とくに、大学院生のために執筆された『学術論文の作法―［付］リサ
ーチペーパー・小論文・答案の書き方』は、研究者が論文を執筆する際に
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必ず参照すべき重要な書となっている。
　以上のように、浅倉むつ子教授、石川正興教授、上村達男教授、近江幸
治教授は、それぞれの専門分野において顕著な研究業績を挙げられ、ま
た、教育の分野においても多大な貢献をされた。これら 4 名の教授がそろ
って退職されることは、早稲田大学法学会にとって大きな損失であるが、
私たちは、 4 名の教授が去られることにより生じる空白を埋めるべく努力
をし、これらの方々が早稲田大学法学会に寄与された成果を守り育てるこ
とにより、その学恩に報いなければならない。 4 名の教授は、退職後も、
それぞれの研究分野において、さらに研究を継続し、また、社会貢献をさ
れると伺っている。 4 名の教授の今後のますますのご健勝とご活躍を祈念
するとともに、引き続き、早稲田大学法学会に対する温かいご指導とご助
言をお願い申し上げる次第である。
　　2019年 3 月吉日
 早稲田大学法学会会長
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